
第10回滋賀県女性医師交流会

滋賀県の女性活躍の推進と
子ども・子育て施策について

令和５年（2023年）11月11日

副知事 大杉 住子
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自己紹介
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大杉 住子（おおすぎ すみこ）
◆ 神奈川県 横須賀市 浦賀町 出身
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平成 ９年 旧文部省に入省（学術国際局国際企画課に配属）

平成19年 愛媛県教育委員会 保健スポーツ課長
平成21年 文部科学省 生涯学習政策局政策課課長補佐
平成22年 外務省 在イタリア日本国大使館 文化・科学アタッシェ
平成25年 文部科学省 高等教育局高等教育企画課課長補佐
平成26年 同 初等中等教育局教育課程課教育課程企画室長
平成29年 独立行政法人大学入試センター審議役（併）試験・研究統括補佐官

平成31年 文部科学省 国際統括官付国際戦略企画官
(併)日本ユネスコ国内委員会事務局次長

令和２年 同 高等教育局私学部参事官（学校法人担当）
令和３年 同 初等中等教育局幼児教育課長
令和４年 滋賀県副知事(８月～)
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本日の講演内容

１．女性医師の現状

２．滋賀県の女性活躍推進施策

３．滋賀県の子ども・子育て施策

４．国の動き
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１ 女性医師の現状
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1-１．女性医師数と割合の推移
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滋賀県 全国

■女性医師数は年々増加、女性医師の割合も全国平均とほぼ同水準となっている



1-２．診療科別の女性医師の割合（全国）
■皮膚科、麻酔科、産婦人科では女性医師の割合は高く、整形外科、脳神経外科では低い

滋賀県でも全国と同様に、皮膚科、麻酔科、産婦人科で女性医師の割合が高い
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1-３．育児中の働き方（常勤医師）
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■男性医師は、未就学児の育児中、子育て前と同じ働き方を希望する割合が最も高く、
実際に子育て前と同じ働き方をしている割合は約８割

■女性医師は、「時間短縮勤務」「勤務日数減」「業務内容軽減」を希望する割合が
高い。また、現在常勤医師の１割、非常勤医師の４分の１が「休職・休業」を経験



1-４．医籍登録後の年数別就業率
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■女性医師の就業率は、M字カーブの曲線になる



1-５．女性医師が望む支援
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■子育てに関しては「病児保育」が最も多く、次いで「保育施設」、「男性の
家事・育児参加」が多くなっている

■復帰に関しては、職場復帰への支援を望んでいる

出典：日本医師会「女性医師の勤務環境の現況に関する報告書（平成29年８月）」



２ 滋賀県の女性活躍推進施策
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２-1．ジェンダー・ギャップ指数

2023年 日本は、１４６カ国中 １２５位
（前年より９位下落。主要７カ国（Ｇ７）の中では最下位）

・ 労働参加率の男女比
・ 管理的職業従事者の男女比
・ 同一労働における賃金の男女格差
・ 推定勤労所得の男女比
・ 専門・技術者の男女比

・ 出生児性比
・ 平均寿命の男女比

・ 国会議員の男女比
・ 閣僚の男女比
・ 最近50年における行政府の長の在任年数の男女比

・ 識字率の男女比
・ 初等教育就学率の男女比
・ 中等教育就学率の男女比
・ 高等教育就学率の男女比

ジェンダー・ギャップ指数：経済教育、保健、政治の各分野毎に各使用データをウエイト付けして総合値を算出。
その分野毎総合値を単純平均してジェンダー・ギャップ指数を算出。０が完全不平等、１が完全平等
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主な国の順位世界経済フォーラム 2023年６月公表 「ジェンダー・ギャップ指数2023」
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順位 国名 指数
1 アイスランド 0.912
2 ノルウェー 0.879
3 フィンランド 0.863
4 ニュージーランド 0.856
5 スウェーデン 0.815
6 ドイツ 0.815
7 ニカラグア 0.811
8 ナミビア 0.802
9 リトアニア 0.800
10 ベルギー 0.796

15 イギリス 0.792

30 カナダ 0.770

40 フランス 0.756

43 アメリカ 0.748

79 イタリア 0.705

105 韓国 0.680

107 中国 0.678

125 日本 0.647



２-2．男女の就業率の差
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■女性の就業率は、25～44歳の世代に落ち込むM字カーブの曲線になる



２-3. 女性管理職

□ 管理的職業に従事する者に占める女性の割合

１４.４％ ３７位／４７都道府県（R2国勢調査）

参考 全国：15.7％ １位 徳島県 19.6%
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県庁では※・・・

H27.4.1 6.0%
→ R5.4.1 11.９%

※本庁課長に相当する
目標 R8 15.0%以上
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管理職（会社役員、管理的公務員等）に占める女性の割合（全国・滋賀県）



２-4. 女性の雇用形態の偏り

□ 女性の有業者に占める非正規の職員・従業員の割合は全国１位
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出典：令和４年就業構造基本調査
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２-5. 共働き世帯数の推移

□ 女性の労働参加は進み、共働き世帯が増えているが・・・
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出典：令和５年度男女共同参画白書



２-6. 夫婦の家事分担

□ 家事・育児・介護等を担うのは、女性が多い
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２-7. 男性の育児参画
育児休業取得率（滋賀県）

男
女
の
取
得
率
の
差

出典：平成22年度労働環境等実態調査（滋賀県）
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取得すると、勤務評価が下がる

有休や配偶者出産休暇などの特休で取得

配偶者が出産を機に仕事を辞めた

配偶者が育休を取得

取得しにくい雰囲気があった

収入が減る

配偶者がもともと専業主婦

当時、職場に育休制度がなかった

同僚・上司に迷惑がかかる

忙しくて取れそうにない

職場での前例がない

育児休業を取得しなかった理由（滋賀県）
（25～44歳の男性）

職場での前例がない

忙しくて取れそうにない

同僚・上司に迷惑がかかる

出典：労働条件実態調査（滋賀県）
※調査結果に大きな影響を与える回答を除いた場合の参考値は、6.7%

※
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２-8. 県の取組

計画期間：計画策定～令和７年度

一人ひとりが幸せ感じる滋賀へ
～男女共同参画で変わる 誰一人取り残さない、持続可能な未来を目指して～
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パートナーしがプラン２０２５
滋賀県男女共同参画計画・滋賀県女性活躍推進計画

パートナーしがプラン２０２５
滋賀県男女共同参画計画・滋賀県女性活躍推進計画

■ 基本理念

■ 重視すべき視点

・あらゆる分野における男女共同参画の視点に立った取組加速
・働き方・暮らし方の変革と多様性

■ 重点施策(目指す姿)

Ⅰ 人権の尊重と安心・安全な暮らしの実現
Ⅱ あらゆる分野での実質的な男女共同参画の進展
Ⅲ 一人ひとりの多様な生き方・働き方の実現
Ⅳ 男女共同参画意識の浸透



２-9.滋賀の女性・元気・応援プロジェクト
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２-10.おもな取組の紹介①
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■ 女性医師の復職支援

■女性医師の働きやすい環境づくり ■女性医師の継続就労支援

女性医師が仕事と家庭を両立しながら働
き続けられる職場環境の整備を支援
（病院勤務環境改善支援事業）

医療従事者の離職防止、定着促進に向け
て、勤務環境の改善に向けた取組を促進
（滋賀県医療勤務環境改善支援センター運営事業）

医師の離職防止等を図るため、産育休や
介護等の理由により一定期間離職してい
た医師の医療現場への復帰を支援
（復職支援等研修事業）

女性医師ネットワークを通じて、勤務環
境の改善等に向けた情報交換や相互の連
携を促進

女性医師の継続就労やキャリア形成など
を支援する相談窓口を設置

（滋賀県医師キャリアサポートセンター運営事業）

病院等に勤務する子どもを持つ職員の離
職防止、再就業を促進するため、病院内
保育所の運営を支援
（病院内保育所運営費補助事業）



２-11.おもな取組の紹介②

23

■ イクボス宣言企業登録

仕事と家庭を両立できる職場環境づく
りを進めるため、「イクボス」を増や
す取組を推進

取組企業
280社（R5年９月末時点）

■ 滋賀県女性活躍推進企業認証制度
滋賀県内の女性活躍推進に取り組む企
業・団体を、男女の育休取得率や女性の
継続就業、管理職登用への取組など、そ
の実情に応じて「一つ星企業」「二つ星
企業」「三つ星企業」の３段階で認証

認証企業
300社（R５年９月末時点）
★★★５社 ★★139社 ★156社

女性活躍に向けた企業の
取組促進として・・・

仕事と生活の両立ができる
環境づくりのために・・・

～医療法人等における認証状況～

・医療法人 （2社）
・社会福祉法人（12社）



３
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子ども・子育て施策



3-1．時代に応じた変化と、学び続けることの大切さ
■高校家庭科の目標は「男女が協力して主体的に家庭や地域の生活を創造する資質・能力」の育成
■中学校技術・家庭科の家庭分野では「ＳＤＧｓ」や「共生社会」「キャリアデザイン」などを学習

中学校技術・家庭科（東京書籍、開隆堂、教育図書）

中学校技術・家庭科（開隆堂）
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新家庭基礎（教育図書）

新家庭基礎（大修館書店）

技術・家庭 家庭分野（開隆堂）



3-2.「こども家庭庁」の発足
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令和5年4月1日に発足。

スローガンは「こどもまんなか」。

これまで別々に担われてきた、こども政策の
司令塔機能を一本化し、主導する。

こどもの視点で、こどもを取り巻くあらゆる
環境を視野に入れ、こどもの権利を保障し、
こどもを誰一人取り残さず、健やかな成長を
社会全体で後押しする。

■国において、子ども政策の推進のため「こども家庭庁」が発足。



3-3. 滋賀県の取組
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□子ども政策推進本部

令和5年4月28日に設置。

知事、副知事、子ども政策関係部
長により構成。

子どものために、子どもとともに
つくる県政の実現に向け、子ども
に関する施策を強力に推進するた
め、部局を越えた企画立案や調整
を行う。

令和5年７月25日に設置。

47都道府県の知事により構成され、
滋賀県の三日月知事が本部長に就
任。

子ども・子育ての現状や課題、取
り組むべき施策等について幅広い
視点から議論し、その成果を内外
に発信する。

■滋賀県においても、部局や都道府県の垣根を越え、
子ども・子育て支援を進めている。

□全国知事会「子ども・
子育て政策推進本部」



3-4.県基本構想における子ども政策
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１ 生まれる前からの切れ目のない子育て支援

２ 「滋賀の宝」である子ども・若者を社会全体で応援

３ 困難な状況にある子ども・若者を支える

４ 子どもの目線で社会をつくる仕組みづくり

□施策の展開

■第２期※の滋賀県基本構想実施計画では、
「子どもを真ん中においた社会づくり」を
13の政策の柱のうちの一つに定めている。

※第2期 2023年度～2026年度
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あらゆる政策の中心に子どもを置く

子ども・若者の声を反映する

社会全体で子ども・若者の育ちや学

び、暮らしを支える環境をつくる

民間との協働をすすめる

市町とともに

子ども・子ども・子ども

子どもまんなか ５つの方向性

誰ひとり取り残さない視点
子どもを産み育てることに
喜びを感じる滋賀に

多様な主体との
分野横断的な連携

１．子どもが生まれる前からの
切れ目ない支援

２．困難な環境にある
子ども・若者の支援

３．子ども・若者の
生きる力を育む

取組

子どもも大人も
「すまいる・あくしょん」

(仮称)子ども基本条例の
制定

子ども・若者基金
３９事業に

１５２百万円を活用

3-4.県基本構想における子ども政策
■子どものために、子どもとともにつくる県政を目指す



3-4-1.子どもが生まれる前からの切れ目のない支援
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■「出会い」から支援を行い、子どもを安心して生み育て、
子どもの健やかな育ちを支える社会をつくる

妊娠期 誕生 乳幼児期 学齢期

結婚

子育てを応援する地域づくり

• リトルベビー等家族支援事業
• 子ども食堂への支援
• 協働で進める子ども・若者まんな
か活動助成事業（居場所づくり）

• すまいる・あくしょん普及啓発

ＮＰＯによる居場所づくり

出会い創出、妊娠・出産の相談支援

• しが出会いサポート地域
連携推進事業

• 不妊専門相談センター
• 若年妊婦等への支援

子育て家庭への支援

• 情報発信（ハグナビしが）
• 滋賀で誕生ありがとう事業
• 保育の人材確保と環境改善
• 保育所等における事故防止対策
• 子育て支援の充実（保育所・認定
こども園、地域子育て支援拠点、
放課後児童クラブ等）

• 子育て・女性健康支援センター

幼保小接続・学びの支援

• 子ども一人ひとりの学び
の最適化

• 幼保小の架け橋プログラ
ム事業

結婚支援センター「しが結」

母子保健と子育て支援の一体的推進

• 出産・子育て応援交付金と伴走型相談支援の着
実な実施に向けた支援

• こども家庭センターの設置促進

こども家庭
センター

子ども家庭
総合支援拠点

妊娠前
結婚

一体化

子育て世代包括
支援センター



3-4-1.①しが出会いサポート地域連携推進事業
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■滋賀県で結婚を希望される方の出会いをサポート



3-4-1.②出産・子育て応援交付金と伴走型相談支援
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伴走型相談支援

面談 面談面談

ニーズに応じた支援
（妊婦健診、両親学級、産前・産後ケア、産婦健診、地域子育て支援拠点、一時預かりなど）

経済的支援
（妊娠届出時：5万円相当＋出産届出時：5万円相当）

身近で相談に応じ、
随時必要な支援メニューにつなぐ

産後の育児期

■妊娠期から出産、子育てまで一貫して身近な市町で相談に応じ、
様々にニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充実し、
経済的支援と一体として実施する

妊娠期
(妊娠８～10週前後)

出産・産後



3-4-1.③地域子ども・子育て支援事業
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■市町は、「市町村子ども・子育て支援事業計画」に従って、
13の事業を実施している

取組 内容

延長保育事業 保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日および利用時間以外の
日および時間において、認定こども園、保育所等において保育を実施す
る事業

一時預かり事業 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、
主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支
援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業

病児保育事業 病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、
看護師等が一時的に保育等する事業

放課後児童健全育成事業
（学童保育）

保護者が労働等により昼間家庭にいない、小学校に就学している児童に
対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊
びおよび生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・
センター事業）

乳幼児や小学生等の児童を有する、子育て中の保護者を会員として、児
童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを
希望する者との相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業

仕事と子育ての両立に係る事業を抜粋

※市町によって実施の有無は異なる



3-4-1.③地域子ども・子育て支援事業
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■子育て援助活動支援事業(ファミリー・サポート・センター)

厚生労働省の
リーフレットより引用

※市町によって
実施の有無は異なる



3-4-1.④ポータルサイト「ハグナビしが」
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■結婚から妊娠、出産、子育ての各ステージに応じた情報を集約した
ポータルサイト

ニーズに合わせた情報を５つのカテゴリーで紹介

・県内の結婚支援情報
・結婚観に関する県民アンケート

・結婚エピソード など

・妊娠中・出産前後に役立つ制度や
サポートサービスに関する情報

など

・県内の保育施設など子育て支
援施設の情報

・子育てに関する制度
・病気や救急時の対応
・淡海子育て応援団情報 など

・県や子育て支援団体、ナビサポーターによるレポートやお知らせなど新しい情報を掲載



3-4-1.④ポータルサイト「ハグナビしが」
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淡海子育て応援団

淡海子育て応援団事業とは？
・社会全体で子育て家庭を支える環境づくりを推進
するため、子育て家庭を応援するサービスの提供な
どを行ってる企業や店舗を「淡海子育て応援団」と
して登録し、その取組内容をポータルサイト「ハグ
ナビしが」等により紹介。

・18歳未満のお子さんまたは妊娠中の方がいる家
庭を対象に、「淡海子育て応援カード」を発行。発
行されたカードを「淡海子育て応援団」の協賛店で
提示すると割引などのサービスを受けることができ
る。

淡海子育て応援カード

子育てを応援するサービスとは？

（紙カード）
（デジタル画像）

■登録された企業や店舗で、割引などの
子育てを応援するサービスを受けられる



3-4-1.⑤すまいる・あくしょん
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子どもの笑顔を増やすための
新しい行動様式

令和２年度に県内31,320人の子どもたちの声をもとに作成
140の企業・団体が「すまいる・あくしょん」への取組を
宣言している（令和5年11月1日時点）



3-4-1.⑥福祉医療費助成事業の拡充案
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…拡充分

…既存分

高校３年
　　２年
　　１年
中学３年
　　２年
　　１年
小学６年
　　５年
　　４年
　　３年
　　２年
　　１年
就 学 前 県 市町 県 市町

県 県

市町市町

入院 通院

拡充イメージ
県

県

県内のどこに住んでいても等しく医療サービスが
受けられるよう、県と市町が協力して取り組む。

令和6年度中に
拡充予定

■令和6年度中に、義務教育終了から満18歳
到達の年度末までにある者（高１～高３年代）
の医療費助成を新たに実施する。



3-4-2.困難な環境にある子ども・若者の支援
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■困難な課題を抱える子ども・若者たちを
社会全体でケアし、フォローしていく環境をつくる



3-4-3.子ども・若者の生きる力を育む
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■子ども・若者が健やかに育ち、社会の一員として活躍できる社会をつくる

子ども・若者基金を
活用し、多様な学び

の場をつくる

若者の活躍の促進
・交流の場を作る

・活動の幅を広げる

子ども・若者の声を
政策に生かす

・幅広く声を聞く機会を
設ける

・当事者の声に寄り添う

ビワイチ 農業遺産 観光 文化財 図書館環境学習 ジェンダー

等

• デジタル版広報誌
• 次世代県政モニター
• 高校新聞部による県政広報
• 子ども向けポータルサイト

• 子どもから知事への手紙
• 子ども・若者が参画（子

ども若者審議会など）

• しが若者ミーティングの開催
• ネットワーク事業等
• 協働で進める子ども・若者まんなか活動助成事業

子
ど
も
・
若
者
の
生
き
る
力

子ども県議会

しが若者ミーティング



４
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国の動き
（令和6年度予算概算要求資料より）
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滋賀県と全国の健康寿命
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■滋賀県の「健康寿命」は、男性が全国２位、女性が全国７位
「平均寿命」は、男性が全国１位、女性が全国２位

全 国 79.91 72.68

滋賀県 81.07 (全国第2位) 73.46 (全国第4位)

全 国 84.18 75.38

滋賀県 84.61 （全国第7位） 74.44 (全国第46位）

男性

女性

健康寿命（※1）

日常生活動作が
自立している期間の平均

健康寿命(※2)

日常生活に
制限のない期間の平均

令和元年(2019年) 令和元年(2019年) 

【健康寿命の算出方法について】

※１「日常生活動作が自立している期間の平均」（客観的指標）
介護保険の要介護２～５を不健康な状態と定義し、生命表とサリバン
法を用いて算出している。

※２「日常生活に制限のない期間の平均」（主観的指標）
国民生活基礎調査の「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に
何か影響がありますか」の問いに対して「ある」と回答した者を不
健康な状態と定義し、生命表法とサリバン法を用いて算出している。
国の健康日本21(第2次)における健康寿命の指標として」用いられる。

出典：「健康日本21(第二次)の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」分担研究報告書



滋賀県の平均寿命と健康寿命の推移
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■滋賀県の「平均寿命」と「健康寿命」の差は、男性が1.56年、
女性が3.32年と、男性と女性とで２倍以上の差がある

81.4

82.75

86.53

88.15

79.79

81.19

83.29

84.83

77

79

81

83

85

87

89

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

平均寿命 男 平均寿命 女 健康寿命 男 健康寿命 女

出典：健康づくり支援資料

3.32

1.56



ご清聴ありがとうございました。
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